














































































 本研究の構成は以下のとおりである。  
 第 1 章 序 
第 1 部 退職給付会計に関する歴史研究 
第 2 章 米国における退職給付会計の変遷  
第 3 章 国際会計基準における退職給付会計の変遷  
第 4 章 日本における退職給付会計の変遷  
第 2 部 退職給付会計に関する理論研究 
第 5 章 退職給付債務概念に関する検討 
―概念フレームワークの観点から―  
第 6 章 数理計算上の差異のリサイクリングに関する検討  
第 7 章 退職給付の本体情報と注記情報に関する検討  
第 3 部 退職給付会計に関する実証研究 
第 8 章 未認識債務の有用性に関する実証研究 
      ―日本における 2012－2015 年 3 月期を対象として―  
第 9 章 結 
 
2．概要 
第 1 部「退職給付会計に関する歴史研究」(第 2－4 章)では、米国、国際会計基準、
日本における退職給付会計の変遷を考察した。また、退職給付の考え方は時代背景に
より変化し、それにより退職給付会計基準も改正され、様々な問題点を解決してきた。  











れていないため、VBO に受給権未確定部分を加えた ABO が必要になったと考えられ
る。さらに、1970 年代からはインフレの影響が大きく、生産性の成長もあり、ABO に









 第 3 章では、国際会計基準における退職給付会計の制度化から 2011 年 IAS 第 19
号までを考察した。国際会計基準の退職給付会計に影響を与えた時代背景として、
IASC 設立、IOSCO の IASC 支持、コア・スタンダードの必要性、IASB による会計
基準の国際的なコンバージェンスが挙げられる。IASC はハーモナイゼーションを前
提としていたため、発生主義と「賃金後払説」を採用していた 1983 年 IAS 第 19 号
では代替的な会計処理を幅広く認めていた。その後、IOSCO の IASC 支持により、
1993 年 IAS 第 19 号では財務諸表の比較可能性の改善を目的とした公開草案第 32 号
の決定事項に基づいて改正が行われた。しかしながら、1993 年 IAS 第 19 号には依然
として財務諸表の比較可能性が十分ではなかったため、IOSCO は IASC に対して国
際的な資金調達をする際に使用する財務諸表に対応できるコア・スタンダードの必要
性を主張した。そこで、IASC は退職給付会計基準を再検討し、1998 年 IAS 第 19 号
を公表した。IASC は IOSCO の支持を得たことで国際会計基準のグローバル・スタン
ダードとしての地位が向上した。その後、IASC はコンバージェンスを前提とする
IASB へ組織改編された。国際会計基準が EU 域内で強制適用されるようになったこ
とやノーウォーク合意、同等性評価、東京合意等で会計基準の国際的なコンバージェ
ンスが加速する中で、IASB は退職給付会計基準を公表していった。また、会計処理
では 1983 年 IAS 第 19 号に 2 つの問題点があることを示し、その後の会計基準での
解決過程を考察した。確定給付制度債務概念には未解決の部分が存在する。さらに、
2011 年 IAS 第 19 号の会計処理は SFAS 第 158 号や「退職給付会計」(2012)とは異な
る部分が多い。2011 年 IAS 第 19 号は数理計算上の差異に関するリサイクリングを禁

























































 第 6 章では、数理計算上の差異に関するリサイクリングを検討した。2011 年 IAS
第 19 号の会計処理は SFAS 第 158 号や「退職給付会計」(2012)とは異なる部分が多
く、これにより純利益に反映される範囲が異なる。この違いの 1 つに数理計算上の差




役立つ OCI 項目があることと、純利益と OCI に区分表示した場合の OCI に追加情報































第 3 部「退職給付会計に関する実証研究」(第 8 章)では、日本における未認識債務
の有用性を実証的に検証した。2013 年 4 月以降に開始する会計期間から導入された
「退職給付会計」(2012)により、未認識債務発生時の退職給付の本体情報の範囲が拡
大した。しかしながら、日本において「退職給付会計」(2012)導入後の本体情報が導








い。また、第 2 部第 6 章の検証事項も含めて IASB の未認識債務に関する会計処理を
日本基準で採用すると仮定した検証も行った。その結果、IASB のように過去勤務費
用発生額を発生時の会計期間の純利益に全額反映したとしても、過去勤務費用償却額
を純利益に反映する「退職給付会計」(2012)の開示を大きく上回るような会計情報を
提供できない可能性を示した。一方、IASB のように数理計算上の差異を一切純利益
に反映しない場合に、「退職給付会計」(2012)の開示を大きく上回るような会計情報を
提供できる可能性を示した。さらに、OCI 項目のリサイクリングは各会計基準設定機
関により異なる方法を採用しているため、ASBJ のようにリサイクリングを行う場合
の検証も行った。その結果、数理計算上の差異のリサイクリングを行うことを前提に
した場合、数理計算上の差異償却額を純利益に反映している「退職給付会計」(2012)
の会計処理が数理計算上の差異全額を発生時に純利益へ反映する会計処理よりも有用
な会計情報を提供できる可能性を示した。また、これらの結果全体として、「退職給付
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会計」(2012)導入前後の本体情報は全サンプルによる検証と追加検証すべてにおいて
投資家の意思決定に有用な会計情報であるという結果を示している。このため、先行
研究と同様に退職給付の本体情報は投資家の意思決定に有用な会計情報だと考えられ
る。 
